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（単位：千円）

増 減 率

2.1%

0.4%

△ 7.6%

△ 0.4%

後期高齢者医療事業会計 2,946,258 △ 134,202 2,812,056

平成22年２月定例会補正予算

会 計 別 現 計 予 算 ２ 月 定 例 会 補 正 補 正 後 予 算

一 般 会 計 119,913,100 △ 590,246 119,322,854

特
　
　
　
　
別
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

土 地 区 画 整 理 会 計 1,635,591 繰越明許費補正

市 営 墓 地 会 計 129,601 33,086

農 業 集 落 排 水 会 計 1,440,211 143

1,635,591

市 有 林 会 計 156,064 10,049 166,113

162,687

中 央 卸 売 市 場 会 計 583,429 -                   583,429

1,440,354

大 森 山 動 物 園 会 計 537,785 49,329 587,114

廃 棄 物 発 電 会 計 225,194 201 225,395

国民健康保険事業会計 29,708,314 1,274,667 30,982,981

老人保健医療事業会計 141,905 121,133 263,038

母 子 寡 婦 福 祉 資 金
貸 付 事 業 会 計

48,592 -                   48,592

20,456,562 870,316 21,326,878介 護 保 険 事 業 会 計

60,234,228

△ 82,636

特 別 会 計 合 計 58,009,506 2,224,722

10,127,001病 院 事 業 会 計 10,209,637

水 道 事 業 会 計 12,937,344 △ 394,784 12,542,560

下 水 道 事 業 会 計 20,106,945 19,830,563

前 年 同 期 対 比 表

42,500,124

総 計 221,176,532 880,674 222,057,206

企
　
業
　
会
　
計

企 業 会 計 合 計 43,253,926 △ 753,802

会 計 別 22 年 ２ 月 定 例 会 21 年 ２ 月 定 例 会 　増　△　減　

一 般 会 計 119,322,854 116,827,232 2,495,622

特 別 会 計 60,234,228 60,002,515 231,713

△ 276,382

総 計 222,057,206 222,848,272 △ 791,066

企 業 会 計 42,500,124 46,018,525 △ 3,518,401
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補正予算資料（主な項目）

今回の補正予算は、国の地域活性化・きめ細かな臨時交付金関係事業、そのほかの国・県関連

事業および災害復旧経費などの事業を中心に編成した。

（単位：千円）

１ 地域活性化・きめ細かな臨時交付金関係事業

(1) 平和公園施設等改修事業（市民生活部） 38,000

平和公園内の法面の一部崩壊箇所の復旧および老朽化している道路側溝

の改修と道路舗装等を行う。

(2) コミュニティセンター施設等大規模改修経費（地域振興部） 127,788

老朽化している東地区コミュニティセンターについて耐震補強を含む大

規模改修を行う。

(3) 保育所整備等経費（福祉保健部） 18,249

保育所環境の充実をはかるため、エアコン未設置の保育室等にエアコン

を設置する。

・廃止予定の河辺中央保育所、戸島保育所から移設

川口、保戸野、手形第一、牛島、港北、泉、寺内保育所

・新設 土崎保育所

(4) 動物園施設等整備事業（商工部） 49,329

大森山動物園の老朽化している給排水設備（中継ポンプ施設）の更新を

行う。

(5) ［新］クアドーム・展望風呂付大広間大規模修繕経費（都市整備部） 14,133

クアドーム・展望風呂付大広間の老朽化している建築・機械・電気設備

の修繕を行う。

・修繕箇所 空調設備、ろ過循環機器、プール室内壁、ボイラー等

(6) 短期大学補修経費（美術工芸短期大学） 10,849

美術工芸短期大学の老朽化しているアトリウム棟の外壁等の補修を行

う。

・補修箇所 アトリウム棟（外壁杉板塗装塗り替え、床フローリング塗

装など）、管理棟（ごみ置き場引き違いアルミ戸）、イン

ターロッキングブロック補修など
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(7) ［新］八橋陸上競技場改修経費（教育委員会） 186,564

老朽化している八橋陸上競技場のトラックの改修などを行う。

・改修内容 トラック８コース（全面オーバーレイ）、トラックライン

およびフィールド競技用マーキング塗装、メインスタンド

観客席防水工事など

(8) 体育施設整備補修等経費（教育委員会） 8,949

老朽化している雄和Ｂ＆Ｇ海洋センターのプール水槽塗装改修およびプ

ール循環ろ過材の交換を行う。

(9) 秋田商業高等学校耐震補強等事業（教育委員会） 59,653

老朽化している施設の耐震補強工事および補修工事を行う。

・補修内容 渡り廊下耐震補強工事、産振棟トイレ改修、格技場等アル

ミサッシおよび外壁補修など

(10)［新］土崎消防署本署改築事業（消防本部） 58,324

各種災害に対応する本署機能を備えた防災拠点を確立するため、老朽化

している土崎消防署本署を改築する。

・事 業 期 間 平成22年度～25年度

・建設予定地 土崎港西四丁目地内（延べ床面積 2,500㎡）

・本年度事業 地質調査、構造設計、用地取得など

(11) 庁舎等維持補修経費（消防本部） 5,705

老朽化している消防庁舎の屋上防水や外壁の補修を行う。

・補修箇所 秋田消防署勝平出張所（外壁張り替え）

土崎消防署飯島出張所（屋上アスファルト防水）

(12)［新］消防団器具置場改築事業（消防本部） 18,704

老朽化している消防団器具置場およびホース乾燥塔を改築する。

・改築箇所 下新城分団中野上班（器具置場）

四ツ小屋分団城下当場班（器具置場、ホース乾燥塔）

新屋分団割山班（器具置場）
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２ 国・県関連事業

(1) ［新］児童手当システム改修経費（市民生活部） 11,592

子ども手当の給付事務を行うため、システムの改修を行う。

(2) ［新］新事業移行促進事業（福祉保健部） 641

障害者自立支援法の施行に伴い、旧体系施設から新体系施設に移行した

事業に対して、新体系への移行に伴うコストの増加等に対応できるよう助

成を行う。

・対象施設 明成園など７施設

(3) ［新］事務処理安定化支援事業（福祉保健部） 3,830

障害者自立支援法の施行に伴い、事務処理の安定化を図り障害福祉サー

ビスの質の向上を図るため、効果的な事務職員の配置を行う施設に対して

助成を行う。

・対象施設 竹生寮など９施設

(4) ［新］移行時運営安定化事業（福祉保健部） 983

障害者自立支援法の施行に伴い、新体系施設への移行促進と事業運営の

安定化を図るため、旧体系施設が新体系施設へ移行した場合に、新体系移

行前の報酬水準を基準として助成を行う。

・対象施設 高清水園など３施設

(5) ［新］千秋広面線整備事業（都市整備部） 11,914

明田外旭川線と千秋広面線（県道）の交差点改良工事について、明田外

旭川線の暫定開通（平成22年７月予定）に合わせるため、県との協議に基

づき県道部分の整備を市整備分と一体的に行う。

・事業内容 千秋広面線 L=62ｍ（県負担金）

(6) ［新］グリーンニューディール基金積立金（環境部） 87,800

地球温暖化防止のための事業の財源として秋田市グリーンニューディー

ル基金を設置する。

(7) 小学校増改築事業（教育委員会） 410,367

大規模な地震による倒壊の危険性が高いIs値0.3未満の小学校施設の耐

震化を図るため増改築工事を行う。

・牛島小学校（体育館）
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(8) 小学校耐震補強等事業（教育委員会） 22,869

大規模な地震による倒壊の危険性が高いIs値0.3未満の小学校施設の耐

震補強工事を行う。

・戸米川小学校（体育館）

３ 災害復旧関係事業

(1) 農地農業用施設災害復旧事業（農林部） 8,100

平成21年11月４日から５日にかけて発生した豪雨により被災した農業用

施設の災害復旧を行う。

・被災箇所 中津川ため池（雄和相川山崎地内）

・被害状況 堤体決壊 L=14.9ｍ

(2) ［新］農地農業用施設災害復旧事業補助金（農林部） 949

平成21年11月４日から５日にかけて発生した豪雨により被災した農業用

施設の、土地改良区が行う災害復旧工事について助成する。

・事業主体 雄和中央土地改良区

・被災箇所 排水路（雄和相川八神沢地内）

・被災状況 水路土砂堆積 L=26ｍ、護岸亀裂 L=20.5ｍ

４ その他の事業

(1) 障害者保護費（福祉保健部） 215,496

平成20年度の障害者自立支援給付費等の確定に伴い、超過交付を受けた

国庫負担金を返還するため増額する。

また、負担軽減措置の拡大や報酬単価の改定に伴い増額する。

(2) 福祉医療費給付事業（福祉保健部） 74,220

重度障害者等の医療費の増が見込まれることから増額する。

(3) 国民健康保険事業（市民生活部） 1,274,667

医療給付費および高額医療費の増が見込まれることなどから補正す

る。

(4) 介護保険事業（福祉保健部） 870,316

介護サービス給付費等の増が見込まれることから補正する。


